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１．はじめに 

 高レベル放射性廃棄物処分において緩衝材としてベントナイトを用いることが極めて有力である.しかし，

廃棄体からの崩壊熱によりベントナイトの有する機能の低下が懸念されるため，ベントナイトの熱的性質に

関する研究が進められている．既往の研究 1),2)では非定常法に分類される方法により測定が行われているが，

熱の一次元的な移動の際に成り立つ基本原理に則した測定法に関する研究は少ない．そのため，より信頼性の

あるデータ取得には，熱の一次元的な移動の際に成り立つフーリエの法則を原理とした測定が必要である．そ

こで，本研究では熱の一次元的な移動を制御し，フーリエの法則に則した測定方法により Na 型ベントナイト

の熱伝導率の測定を行う． 

２．使用したベントナイトの基本的性質および供試体の作製方法 

 本研究では，クニミネ工業製の Na 型ベントナイトのクニ

ゲル V1(以降，KV1)を使用した．表 1 に基本的性質を示す．

モンモリロナイト含有率は純ベントナイトのメチレンブルー

吸着量を基準に，各ベントナイトのメチレンブルー吸着量か

ら算出した．供試体は静的締固め装置を用いて，直径約 60 

mm，高さ約 40 mm を目標として作製した．また目標乾燥密

度を 1.6 g/cm3 および 1.8 g/cm3 とした．含水比は自然含水比(8.75%および 9.28%)とし，これを測定前の含水比

とした．供試体作製後，実際の質量，直径，高さを測定して実際の乾燥密度を求めた． 

３．熱伝導率測定方法の概要 

 本研究では図 1 に示す熱伝導率測

定装置を製作し，KV1 に関して熱伝

導率の測定を行った．本測定方法（以

降，直接温度法）では，図 1 に示すよ

うに供試体の下部に 40℃に設定した

ホットプレートを設置し，供試体上

部には発泡スチロールを載せ，供試

体に与える温度勾配が一定になるよ

うにする．また，図 2 に示すように

供試体に直径約 6 mm の穴をあけ，そ

の穴に熱電対を差し込んで供試体内部の温度を測定する．その際，供試体の穴と熱電対のすき間には供試体と

同じ KV1 を充填した．直接温度法では，熱の一次元的な移動の際に成り立つフーリエの法則を測定原理とし，

供試体底面に設置した熱流計より，供試体に伝わった熱流を測定し，式(1)より熱伝導率の算出を行う． 

𝑄𝑄 = 𝜆𝜆 ×
Δ𝑇𝑇
Δℎ

× 𝑆𝑆          (1) 

ここに，𝑄𝑄：熱流(W)，𝜆𝜆：熱伝導率(W・m-1・K-1)，Δ𝑇𝑇
Δℎ
：温度勾配(K/m)，𝑆𝑆：面積(m2)である． 

表 1 使用したベントナイトの基本的性質 

ベントナイトの名称 KV1 
タイプ Na 型 

土粒子の密度(g/cm3) 2.81 
液性限界(%) 476.9 
塑性限界(%) 29.2 

モンモリロナイト含有率(%) 51 

  
図 1 直接温度法の概要 図 2 供試体の概要 
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また，測定の際には熱の一次元的な移動により近づけるために，供

試体の側面を図 3 に示すように発泡スチロール(縦約 10 cm，横約 10 
cm，高さ約 4 cm)とグラスウールで覆い，側面断熱状態にした． 
４．測定結果および考察 

 表 2 は本研究で得られた熱伝導率の測定結果である．図 4，図 5 に

同含水比における熱伝導率と乾燥密度の関係について既往の研究 1),2)

と比較したものを示す．既往の研究では，乾燥密度 1.6 g/cm3,1.8 

g/cm3 に関して，熱伝導率を含水比の関数として定式化を行ってい

る．そのため，比較の際には以下の式(2)～(4)に本研究で用いた供試

体の測定前の含水比を代入した値を既往の研究値とした．また，測

定前後の含水比減少量と乾燥密度の関係を図 6 に示す． 

・乾燥密度 1.8 g/cm3 

𝜆𝜆 = 5.187 × 10−1 + 6.0002 × 10−2 × 𝜔𝜔 + 9.7576 × 10−4 × 𝜔𝜔2 

               −8.002 × 10−5 × 𝜔𝜔3                              (2) 

𝜆𝜆 = 0.5470 + 0.0647 × 𝜔𝜔 − 0.0007 × 𝜔𝜔2           (3) 
・乾燥密度 1.6 g/cm3 

𝜆𝜆 = 0.3885 + 0.0479 × 𝜔𝜔 − 0.0002 × 𝜔𝜔2          (4) 
ここに，𝜆𝜆：熱伝導率(W・m-1・K-1)，𝜔𝜔：含水比(%)である． 

表 2 熱伝導率の測定結果 

試料の種類 
乾燥密度 

(g/cm3) 

測定前の 

含水比
(%) 

測定後の 

含水比
(%) 

熱伝導率 

(W・m-1・K-

1) 

KV1 

1.81 8.75 8.69 1.05 
1.57 8.75 8.68 0.812 
1.78 9.28 9.08 1.08 
1.57 9.28 9.07 0.816 

 図 4，5 より含水比が 8.75%および 9.28%ともに，同程度の乾燥密

度において，本研究では既往の研究と同程度の熱伝導率が得られ

た．また，図 6 より直接温度法において，測定前の含水比が大きい

ほど測定前後の含水比減少量も大きくなることが分かった．これよ

り，測定前の含水比が大きいほど，水分の減少による熱損失の影響

が大きく，信頼性が低下すると考えられる．そのため，直接温度法

による熱伝導率の測定では，測定前の含水比が小さい方がより信頼

性のある結果を得られると推察される． 
５．まとめ 

1) 同程度の含水比および乾燥密度において，本研究では既往の研

究と同程度の熱伝導率が得られた． 

2) 直接温度法による熱伝導率の測定では，測定前の含水比が大き

いほど測定前後の含水比減少量も大きいことから，測定前の含

水比が小さい方が水分の減少による熱損失の影響が小さいた

め，より信頼性のある結果を得られると推察される． 
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図 3 側面断熱の様子 

 
図 4 熱伝導率と乾燥密度の関係に 

おける既往の研究値との比較 

(含水比 8.75%) 

 
図 5 熱伝導率と乾燥密度の関係に 

おける既往の研究値との比較 

(含水比 9.28%) 

 
図 6 測定前後の含水比減少量と 

乾燥密度の関係 
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